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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

震災から既に６年以上が経過したが、人々の生活や社会意識、復興政策への評価等に関して、

大規模な社会調査は少ない。本研究は、 2014 年度に仙台市、 2015 年度は福島市において、

震災後の生活や意識に関する統計的社会調査を実施した。また、2014 年度は他の予算により

東京都における社会調査も実施しており、2013 年以前に実施した仙台調査等と比較可能なデ

ータを作成し、分析することができた。 2016 年度はデータ分析と、報告書作成のための研

究会や各種作業を行った。複数のメンバーが、日本社会学会や、アメリカ社会学会等にお

ける国際的な成果発表を含む、様々な形で研究成果を発表し、成果を挙げることができた。 
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研究【経過・成果】の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

本プロジェクトは、震災後の生活や意識に関する独自の統計的社会調査を行い、被害の実態や生活意識、政策志

向などの実態と、社会階層との関連について解明することを目的とする。これまで、仙台市における2011年度の調

査と、その回答者に対する2012年のパネル調査、また、仙台市と農村部との比較のため2012年秋に実施した仙台

市以北の町村（仙北地区）と 3 つの社会調査を実施した。2014 年度は仙台市全域において、2015 年度は福島市全

域において、厳密な無作為抽出を伴う新たな統計的社会調査を実施した。他の予算による東京での調査や、これま

でに実施した調査と比較し、人々の不安感や社会意識等に変化があるかどうかについて、分析できる形で、データ

を得ることができた。東日本大震災に関して、時系列比較や、都市部と農村部の比較が可能な形で、無作為抽出を

伴う大規模な統計的社会調査を被災地で行った例はほとんどなく、学問的に貴重な成果を挙げることができたとい

える。これらは調査会社に委託せず、すべて調査員を我々が直接管理して行ったものであり、社会調査の質として

は十分に高いといえる。調査の概要は以下の通りである。 

 
表 1 2014 東京都調査の概要（文部科学省科学研究費による） 

 

 母集団     東京都の 20 歳以上の男女                       

 標本数     1500 人                                       

 有効回収数   738 人 回収率 49％                            

 回収期間   2014 年 11 月 6 日から 12 月 31 日  

 回収法     留め置き調査法   学生が訪問して回収 一部は郵送回収  

 標本抽出法  無作為抽出法 エリアサンプリング（確率比例 3 段抽出法）   

   人口分布にもとづき 50 地点を抽出、調査員が各地点にて    

   30 の家を選び家のポストに調査票を配布                    

   各世帯の中の個人はお願い状によりランダムに選び回答          

 

 

 

      表 2 2015 仙台調査の概要（ 2014 年度 SFR 予算による）  

 

 母集団     仙台市の 20 歳以上の男女                       

 標本数     1800 人                                       

 有効回収数  1210 人 回収率 67％               

 回収期間   2015 年 3 月 5 日から 2015 年 4 月 31 日              

 回収法     留め置き調査法   学生が訪問して回収 一部は郵送回収    

 標本抽出法  無作為抽出法 エリアサンプリング（確率比例 3 段抽出法）   

   人口分布にもとづき 60 地点を抽出、その他は 2014 調査と同じ  

 

 

 2014 と 2015 年度は、調査実施とデータ作成に、かなりの時間を使うこととなった。調査会社に委託せずに、調

査員を直接管理し、予備サンプルや補充サンプル等は用いずに、当初予定した調査対象者のみから、厳密に回収を

行い、調査実施法の技術を蓄積することを含め、貴重な研究成果を挙げることができた。調査員の手引きや、調査

票については、『調査報告書』の巻末資料として掲載した。また、調査票や基礎的な分析結果は、村瀬研究室ホーム

ページに掲載している。また、調査結果に関する速報を調査対象者の方に郵送でお送りした。2015年度は、福島大

学の協力を得つつ、福島市における調査を実施した。これまでの調査とほぼ同じ質問項目を用いて、比較しつつ分

析できるように計画している。市内では、まだ原発事故による除汚作業が行われ、原発近くから避難している人々

も多い。福島市民の意識としても、原発問題や震災は過去のものではなく、調査準備には慎重さが必要であり、福

島大学の研究者とよく打ちあわせをした。 

震災のため転居した人が調査対象からはずれることを避けるため、2011仙台調査と同様、選挙人名簿による無作

為抽出は行わず、人口分布に基づくエリアサンプリングとした。具体的には、人口分布に基づき、確率比例抽出法

により福島市内の70地点を抽出した。そして、地点内でのスタートポイントとなる一軒の家を地図上で選び、その

地点内で無作為に30世帯を抽出した。世帯内の個人は無作為に決め、調査員が訪問して回答を得た。2015年７月ま

でに回収を終え、その後にデータファイル作成作業を行った。これまでのデータの分析については、研究発表の欄

に示したように、研究メンバーが精力的にデータ分析に取り組み、論文執筆、学会発表などを行なった。 
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研究【経過・成果】の概要 つづき  

福島市における社会調査については、福島大学の社会学者と連絡を取りつつ、以下のように実施した。 

 

      表 3 2015 福島調査の概要（ 2015 年度 SFR 予算による）  

 

 母集団     福島市の 20 歳以上の男女       

 標本数     2100 人                       

 有効回収数     1452 人 回収率 69％    

  回収期間   2015 年 6 月 4 日から 2015 年 7 月 31 日           

 回収法     留め置き調査法   学生が訪問して回収 一部は郵送回収    

 標本抽出法  人口分布にもとづき 70 地点を抽出、その他は 2014 調査と同じ  

 

 この種の統計的社会調査は、無作為抽出や調査員募集、調査実施、データファイル作成等にかなりの時間がかかる

ため、分析を進めて論文を作成するためには、さらに時間が必要である。しかし調査会社に委託することなく、補充

サンプルを追加することなく、厳密な社会調査を実施したことは、社会調査の方法論や経験の蓄積のためにも意味が

あることである。幸い調査では大きな問題もなく、回収率も福島市では７割近い結果となり、無事に調査を終えるこ

とができた。この回収率は、追加のサンプルなどを入れず、抽出時に対象とした調査母集団をもとに、厳密に計算し

た回収率である。これまで、研究メンバー各自が、国際的な成果発表を含む、様々な形で研究成果を発表し、この種

の研究としては十分な成果を挙げたといえるだろう。今後さらに分析を進めて、学術書としてまとめるとともに、学

会が発行する学術雑誌の論文としてさらに投稿し成果発表予定である。 

これまでの主な分析結果をいくつか挙げると、放射能への不安感については、子育て世代（20 代～40 代)は、未成

年の子供と同居していると、放射能による健康への影響について不安感が強まる傾向があることが分かった。また、

被災者支援についての福島調査の分析では、避難者に対するさらなる支援に否定的な回答が多く、仙台市民との間に

温度差があることが明らかとなった。健康と社会経済的要因の関連についての分析では、階層帰属意識と睡眠障害の

関連があることが分かっている。 

また、抑うつや精神的健康と、人間関係やコミュニケーションの特徴についても分析を行った。「近所での世間話の

有無」と「インターネット回線の所有」を用いて分析したところ、自宅損壊の高リスク群で、かつ実際に自宅損壊を

経験しているグループでは、インターネット回線（女性）や近所での世間話（男性）が、抑うつ指標を引き下げてい

る可能性が示唆された。その一方、低リスク群の女性は、自宅損壊を経験していない場合、ボランティア経験が抑う

つ指標とマイナスの関係を示した。震災ボランティア経験は、ボランティア当事者の精神的健康にもよい側面がある

ことが分かった。自宅損壊を経験した男性について、近所での世間話が抑うつを減らす効果を示したことは、コミュ

ニティのあり方に大いに示唆を与える。物理的、経済的復興の側面のみならず、コミュニケーションの取りやすい人

間関係やネットワークが構築できているかにも注意を払って支援の取り組みを進めるべきであろう。 

 東日本大震災から既に６年以上が経過した。応急的な仮設住宅やがれき処理は、比較的迅速に進んだ部分もあった

ものの、未だに避難生活を続ける人も多く、再建が進まない地域もある。高台移転が完了しない地域も多く、復興住

宅の完成も少ないなど、復興の遅れが各地で指摘されている。現時点での大きな問題として、復興政策や原発政策に

関する国民的合意がないことと、また、被災地の人々や生活について、多くの国民の関心が低下しており、実際に被

災地を訪問することも減り、関心や記憶の風化が指摘されることが挙げられる。社会科学においても、被災地とそれ

以外の地域を比較しつつ、社会意識や生活の実態について分析可能な調査研究は少ない。2017年4月1日までに、原

発近くの避難指示解除も行われたが、そのことに関する研究も少なく、今後の課題であろう。今後、さらに成果発表

を行い、今後の政策形成などの参考になるよう努めたいと考えている。最後に、現地の多くの人々や、福島大学、東

北大学の人々のご協力により、このような社会調査を実施できたことについて深く感謝したい。 
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